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新型コロナウィルス感染症（コロナ禍）に関する居住パラダイムシフト 

 
 
 
１．予想できなかった感染症という驚異 
 
 2020 年の年初、俄に拡がった新型コロナウィルス感染症は、当初誰もが「⼀過性のもの」
「⽇本では特段⼼配はないだろう」という⾵潮であった。ところが、半⽉もしないうちに、
発⽣の元となった中国の感染急拡⼤や重篤な症状、死者の増加などに、誰もがただならぬ気
配を感じはじめた。2 ⽉に⼊ると、もはや悠⻑なことは⾔っておられず、企業も個⼈も従来
の「活動」を制限する段階に⼊る。あっという間に、「現代にこんなことがありえるのか」
というほど、世界中の様⼦が⼀変してしまった。本稿の 6 ⽉執筆時、各国での拡⼤スピード
の差はあるが、まだ終息とは程遠い状態であり、第 2 波、第 3 派も懸念される中、⽇本では
⾸都圏等の⼀部を除いては、落ち着きつつある。 
 「コロナ禍」は、我々にさまざまな価値観の変異を及ぼしたのではないだろうか。グロー
バル化の影響下でのメリット・デメリットがそのもっともたるものだろう。眼に⾒えない
「ウィルス」という敵に、⼀瞬ともいえるうちにグローバル化のメリットは覆されてしまっ
た。それまでの経済重視、スピードや効率重視といった視点が、まずは「命」や「健康」を
守るという本来の第⼀義に⽴ち返ったのである。 
 半ば強制的な「⾃粛」⽣活の中で、あらためて⼈間関係や仕事の在り⽅、さらに⾷⽣活や
⾝の回りのものに対する安全性なども考え直しただろう。今まで「便利」であった⼀⽅で、
「失っていた何か」に気付いた⼈もいるだろう。移動が制限される中で、⼤切な⼈に会えな
い、⼿を指し伸ばせないといった⼼の痛みも感じた。オンラインが代替⼿段として活躍した
が、それと同時に「距離」の不安も実感したのではないだろうか。 
 予防⼿段、治療法が確⽴されたとしても、再びの新たな敵（ウィルス）の発⽣は未知であ
る。ウィルスに限らず「想定外」のトラブルは、やはり「起こりうる」のである。「誰かが
やってくれる」「いつでもどこでも⼿に⼊る」便利な社会は、未来永劫続くわけではなく、
どこかに障害が発⽣すると、たちまち多くの事象が連鎖的に崩れ去るシステムであるとい
うことを我々に警告したのが今回のコロナ禍といえまいか。 
 
 
２．⾼齢者の⽣活にどのような禍をもたらしたのか 
 



 今回のコロナ禍がもっとも「⽣活の質」に影響を与えたのは⾼齢者層といえるだろう。い
くつかの観点で検証してみたい。 
 
① 症状悪化・⾼い死亡率 

まだ渦中のため、正式なデータや分析を待たれるところであるが、今までの統計からは圧
倒的に⾼齢者の症状悪化や⾼い死亡率が明らかになっている。⾼齢による免疫⼒の低下、さ
らに何らかの持病を持つ⼈が多いという⾼齢者の特性があげられる。さらに、検査や医療機
関の体制が⾮常に混乱したために、適切な時期に医療的措置をされることなく悪化したと
いうこともあるだろう。コロナ禍も⼀種の⾃然災害と捉えられると思われるが、災害に⼀番
脆弱な⾼齢者が、今回も直接的なダメージを受けたといえる。 
 
② ⽣活上の不便 
 ⾼齢者、持病のある⼈や要介護の⼈に限らず、多くの⼈が強いられたのが「⾃粛」⽣活で
ある。特に⾼齢者は、この間の「フレイル」が問題化した。単に体を弱らせるだけでなく精
神⾯にも⼤きく影響したのである。そもそも、家の外にすら出にくい環境（特に⾼齢者は⽤
⼼して外出しない）で、活動が極端に落ちてしまう。それゆえに筋⼒の低下が起こってしま
うのである。また、⼈との交流や会話がないために、気分的にも落ち込みウツ傾向が出たり
する。最悪の場合は、認知症が悪化したり、認知症の症状を発⽣させたりということもある。 
 また、外出控えにより、⾷材や⽣活必需品の確保に困った⾼齢者も多いだろう。家族や近
隣の若い世代が互助で⽀援してくれる場合はよいが、独居であまり他者との交流がない⾼
齢者などは、前述の⼼⾝の課題に加え、最低限度の⽣活維持にも我慢せざるを得ない状況が
続いたのではないだろうか。⼀般的な災害などと異なり「感染」という怖さが⽀援する側に
も躊躇をもたらし、状況確認すらできないことが多かった。⺠⽣委員、ケアマネジャーなど、
困難⾼齢者に対応する⼈々も動くに動けなかったのである。 
 今後、第 2 波や新たな同様の感染症発⽣の際のサポート体制を平時のときに再検証、対
策を講じることが強く望まれる。 
 
③ 情報収集の脆弱性 
 コロナ禍では、情報が錯そうした。連⽇のメディア報道も専⾨家からタレントまで幅広い
層が、ある意味「勝⼿な」情報を流していたといえるのではないか。⾼齢者はテレビから情
報を仕⼊れることも多く、違う番組ではまったく逆のことを⾔っていたり、混乱を極めたと
いえるだろう。政府⾃体が明確なリーダーシップをとれない中、今回は都道府県知事の采配
に左右された部分も多い。それは、コロナ対策の地域格差ともいえる。 
 インターネット世代ですら、デマや各種流⾔に翻弄されていたとはいえ、情報の⼊⼿ルー
トは複数確保され、⾃分で取捨選択する環境であった。しかし、⾼齢者は前述のとおりほぼ
コミュニケーション⼿段も断たれた中で、限られたメディアからの偏った報道に頼るしか



なかったといえるだろう。このような中でも、便乗詐欺が多発し、被害にあった⼈も少なか
らずいる。他の災害でも同様だが、正しい情報が的確に伝わるルート確保が、⾼齢世代にと
っては⾮常に重要である。 
 
④ 介護、特に在宅介護の脆弱性 
 コロナ禍では⼈との接触を制限されたために、⼈との接触が避けられない「介護」の脆弱
性が明確になった。⾼齢者施設や⾼齢者住宅では、すでに施設内に介護職員や⽣活⽀援をす
るスタッフが常駐するため、居住者への不便は軽減されたと思われるが、在宅介護の場合、
まず外部との接触となるため、適切な介護の提供が困難になった。⾼齢期の暮らしにおいて、
施設・在宅の是⾮を議論するものではないが、今回のようなケースは、在宅の脆弱性を明ら
かにしたのではないだろうか。 

まず、本⼈や家族が感染防⽌のためサービスの拒否反応を⽰したことがあげられる。さら
に、介護事業所も職員の感染防⽌のため⼈員体制が⾮常にタイトになった。万が⼀事業所で
感染者が出た場合、すべての職員が業務できない事態にもなるため、当然利⽤者にもサービ
ス提供できず、さらに経営問題にも発展する。感染者の出ていない事業所でさえ、全体的に
介護パワーが低減されたことは確実だろう。 
 今回では、訪問介護と通所介護がもっとも「利⽤控え」が発⽣した。さらに、居宅介護事
業所のケアマネジャーもモニタリングや各アセスメントへの参加を⾃粛せざるをえず、要
介護⾼齢者の状況把握が困難となり、リモートでの限界もあった。その間の、要介護⾼齢者
の⼼⾝能⼒の低下や認知症の進⾏などが報告されている。善し悪しの観点ではないが、単純
に介護そのものの点を⽐較した場合、在宅介護の脆弱性が明らかになったといえるだろう。 
 ⼀⽅で、施設では感染防⽌のために、外部からの⼊館を極⼒制限したため、家族ですら⾯
会できないという事態になった。最悪の場合、看取りすら⾏えなかった。職員や他の⼊居者
を守るためには致し⽅ないことではあるが、家族としての想いはまさしく「災害」にあった
といっても過⾔ではないだろう。 
 
３．居住の価値観に対する考え⽅の変異 
  
 このように、コロナ禍により「現在の⽣活」の脆弱性を発⾒した⼈々は、これまでの居住
の価値観を変えた⼈も出始めている。⼀部の⼈は、都⼼部から地⽅への移住を検討しており、
利便性のある都市部では、密度の⾼さが逆にリスクなることを実感したのだろう。 
 また、今は元気で⾃⽴であっても、将来的にまたこのような想定外の災害・災難が起きた
場合、⾃⼒で対処できるのかという不安を⼤きくした⼈もいよう。⽼朽化した⼀軒家で近隣
との相互協⼒もままならない場合、⽀援のついた⾼齢者住宅へ住み替えるというメリット
を感じる⼈もいるだろう。 



 しかしながら、違う視点から検討すると、介護事業所や⾼齢者住宅事業所も今回のような
ケースでは、「営業⾃粛」もせざるをえず、それはすなわち経営にダメージを与えることに
なり、実際「コロナ倒産」も発⽣しているのであり、⼀概に他者依存になる「⾼齢者サービ
スのついた住宅・施設」が安全とも⾔い切れない。サービスは確保されてこそ価値があるが、
経営悪化という避けられない状態では、思っていたような⽀援が受けられなかったり、最悪
「倒産」もありえるため、リスクヘッジになるとは⾔えないのである。⼼⾝が脆弱になる⾼
齢期の居住環境確保が、いかに難しいかとあらためて考えさせられる今回のコロナ禍であ
る。 
 
４．検討すべき今後の課題とリスク対策 
 コロナ禍は、眼に⾒えない「感染症」といういかんともしがたい災害であった。感染症以
外の災害・災難が今後も発⽣しないとは限らない。むしろ発⽣するという前提で対策を講じ
なければならない。 
 将来的には、テクノロジーを駆使した「⼈」を介しない⽀援も可能となろう。しかし、そ
れを待っているだけではまったく対策にはならない。国の動きも頼りにならないことが今
回明らかになった。残念ながら、⾼齢者といえども⾃分の⾝は⾃分で守る覚悟で取り組まね
ばならない。 
 第⼀に、やはり「⼈」とのネットワークは重要である。居住エリア内の住⺠同⼠によるコ
ミュニケーションを⼤切にすること、そして社会ネットワークとしての、各拠点（役所、福
祉センター等）との接点を⽇ごろから持つことである。 
 第⼆に、⾃⾝の⼼⾝が思うようにならなくなったとき、どこで誰にサポートしてもらうの
かを、事前に検証してみることである。場合によっては、⾼齢者のサービスが付いた住宅等
に住み替えることも⼀つの策である。 
 第三に、⼀部の⼈が検討しだしたように、都市部の密集エリアではなく、ゆとりのある地
域に移住することも検討に値する。ただし、まったく今まで関係のなかった先への移住は⾮
常にリスクが⼤きくやめておいたほうがよい。実家のある⼟地、出⾝地に近いエリア、かつ
て勤務地で気に⼊っていた場所などゆかりのある地を、現時点だけでなく 5 年後、10 年後
の社会環境も推察し検討する。 
 どのように策を⽴てても確実ではない。しかし、今回のコロナ禍は、なんらかの未来への
暗⽰ともとれるかもしれない。想定外のリスクに対して、脆弱な⾼齢期に⾃分はどこでどの
ように、⽣きていけるのか。社会のシステムが「なんとかなる」時代ではなくなっているこ
とを⾃覚し、対策を講じておくことが肝要である。 
 
 


